
小規模企業共済の活用 

はじめに 

 小規模企業共済は所得税や住民税の節税のた

めに広く利用されていますが、相続税対策として

も利用できることはご存知でしょうか。今回は相

続対策という面を含めて小規模企業共済の紹介

をさせていただきます。 

 

小規模企業共済とは 

個人事業主又は会社の役員が事業を廃止した

場合や役員を退職した場合等に掛金に応じて共

済金を受け取れる制度です。一言でいえば個人事

業主や会社役員のための退職金制度です。 

 

小規模企業共済のメリット 

・加入時のメリット 

掛金として支払った全額が所得控除になりま

す。掛金は月額最大 7万円までで、途中で増額す

る事も減額する事も可能です。 

生命保険料控除が年間で最大12万円ですので、

それと比べると大きな節税になります。 

・受取り時のメリット 

 共済金は「一括」「分割」「一括と分割の併用」

のいずれかの方法により受け取ることができま

す。受け取り方によって一時所得、退職所得、雑

所得で課税されますが、退職所得控除・公的年金

控除等があり、いずれもかかる税金が少なくなる

ようになっています。 

 

相続税対策 

小規模企業共済の共済金を死亡時に相続人が

受け取る際にも非課税枠があります。これは死亡

により共済金を受け取る場合には死亡退職金扱

いとなるためです。この死亡退職金は死亡保険と

は別枠で500万円×法定相続人の数の非課税枠を

使うことが出来ます。もし生命保険をかけながら

小規模企業共済もかけていればダブルで非課税

枠を使うことが出来ます。 

 

デメリット 

小規模企業共済では共済契約が亡くなった場

合の共済金を受け取る人を指定する事が出来ま

せん。まず配偶者が優先され、次に扶養家族であ

る子、父母、孫、祖父母と続いていきます。 

配偶者が優先して共済金を受け取るため、その

配偶者が亡くなった場合（いわゆる二次相続）の

相続税対策も必要になります。 

 

おわりに 

小規模企業共済は通常の受取り時にも節税メ

リットがありますが、相続対策まで考えればさら

に大きなメリットを享受することが出来ます。 

相続税対策を考える時は、小規模企業共済もご

検討下さい。 
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